
院内集会＆厚労省・総務省ヒアリング いま、マイナ保険証＆マイナカード 本人認証について解明していく 
● 2024年9月26日（木曜日）13時30分～17時15分 
● 参議院議員会館 １階 １０２会議室 

所在地 東京都千代田区永田町２－１－１ 
東京メトロ有楽町線・半蔵門線・南北線「永田町駅」１番出口徒歩１分 
東京メトロ丸の内線・千代田線「国会議事堂前駅」議員会館地下通路一般出口徒歩６分 
東京メトロ銀座線・南北線「溜池山王駅」５番出口徒歩 12 分 

12月2日に政府は健康保険証の新規発行を廃止するという方針を
変えていません。 

私たちは健康保険証を継続することが最も合理的だと考えていま
すが、マイナカードの取得率と利用率を上げることに躍起となってい
る政府は私たちの声を聞く耳を持ちません。同時にマイナカードを本
人認証の唯一の手段としようとする動きもマイナカード強制につな
がる危険なものであり看過することができません。 

マイナ保険証、マイナカードによる本人認証の限定化についてはま

だまだ不明な点も多く、私たちは解明していくことでさらなる政府の
矛盾を顕在化させていきたいと考えています。 

多くの皆さんの参加をえて、多角的なやり取りをしたいと思います。
院内集会では質問項目を中心に検討を行います。総務省ヒアリングで
は、マイナカードの公的個人認証しか本人認証を認めないということ
の問題点を明らかにさせていきます。また厚労省に対しては、保険証
廃止をめぐる様々な疑問点をぶつけていく予定です。 

ぜひとも、院内集会とヒアリングに、ご参加ください。 

◆集会はどなたでも参加できます。 
◆議員会館1階正面入口で手荷物検査を受け、ロビーで通

行証を受け取って下さい（13:00～13:40）。遅れて参加
される方は受付から102会議室に電話し 
てもらって下さい。通行証を届けます。 

主 催  共通番号いらないネット 
http://www.bango-iranai.net/ 

連絡先  Tel. 080-5052-0270（宮崎） 
 

 

◆プログラム◆ 
●13 時 30 分〜 院内集会 
●14 時 45 分〜 休憩（15 分） 
●15 時 00 分〜 総務省ヒアリング（45 分） 
●15 時 45 分〜 休憩（15 分） 
●16 時 00 分〜 厚労省ヒアリング（75 分） 
●17 時 15 分  終了 



犯罪対策閣僚会議「国民を詐欺から守るための総合対策」（2024/6/18）
３「犯罪者のツールを奪う」ための対策
(1) 犯罪者グループ等が用いる電話に関する対策(19頁)、(2) 預貯金口座等に関する対策(21頁)

▼犯罪収益移転防止法、携帯電話不正利用防止法に基づく非対面の本人確認手法
は、マイナンバーカードの公的個人認証に原則として一本化し、運転免許証等を
送信する方法や、顔写真のない本人確認書類等は廃止する。

▼対面でもマイナンバーカード等のＩＣチップ情報の読み取りを犯罪収益移転防止法
及び携帯電話不正利用防止法の本人確認において義務付ける。

▼また、そのために必要なＩＣチップ読み取りアプリ等の開発を検討する。さらに、公
的個人認証による本人確認を進める。

１ 「被害に遭わせない」ための対策 (1) ＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺の被害実態に注目した対策

イ ＳＮＳやマッチングアプリを利用した手口への対策 (ｲ) 利用者の本人確認強化等

② マッチングアプリアカウント開設時の本人確認強化等

▽マッチングアプリ事業者に対し、アカウントの開設時に公的個人認証サービス等に
よる厳密な本人確認を求める

[1]総務省への質問事項について 2024/9/26 1



2023年6月9日閣議決定「デジタル社会の実現に向けた重点計画」 (54頁)

（３）マイナンバーカードの普及及び利用の推進 ⑤ 様々な民間ビジネスにおける利用の推進

「犯罪による収益の移転防止に関する法律、携帯音声通信事業者による契約者等
の本人確認等及び携帯音声通信役務の不正な利用の防止に関する法律（携帯電話
不正利用防止法）に基づく

非対面の本人確認手法は、マイナンバーカードの公的個人認証に原則として一本化
し、運転免許証等を送信する方法や、顔写真のない本人確認書類等は廃止する。

対面でも公的個人認証による本人確認を進めるなどし、本人確認書類のコピーは取
らないこととする。」

※本年度の「重点計画」 （2024年6月21日閣議決定）では、犯罪対策閣僚会議の対
策と同じ内容が「重点政策一覧」の[No.1-36]として記載

「重点計画」ではマイナカードの民間利用推進策として 2



オンラインは公的個人認証で、対面では運転免許証や在留カードのICチップ情報の読み取りで

▼河野デジタル大臣 6月25日記者会見
「対面の場合、今までも、マイナンバーカードあるいは免許証、在留カード、そうしたものを提示いただいておりま
した。今までは券面で確認していただいておりましたが、ICチップの読み込みを義務化しようということです。券
面を提示するか、提示されたもののICチップを読み込むかということで、本人確認を厳格にしようということです
ので、特に今までと変わることは利用者側からはございません。本人確認の書類を提示していただいて、お店
の方に券面の確認だけでなく、ICチップの読み込みを義務化するだけですので、利用者側からは本人確認書
類を提示していただくということで変わったことはありません。

（問）マイナンバーカードでなくてもいいということですか。
（答）マイナンバーカードあるいは免許証、在留管理カードというものを対面の場合には提示していただくということ
になります。

▼松本総務大臣 6月25日の記者会見
「非対面契約においては、原則としてマイナンバーカードの公的個人認証に一本化してまいります。（中略）対面
契約におきましても、本人確認書類のICチップ情報の読み取りを義務付けること、的確な本人確認を行っていく
ことで、先ほど申しましたように不正な契約を防止し、犯罪につながる不正な契約を防止してまいりたいと思って
おります。
マイナンバーカードをお持ちいただいてない場合でも、ICチップ付きの本人確認書類として、例えば運転免許証、
在留カードもご利用いただける方針で検討させていただいております。
具体的な本人確認方法、移行時期については、有識者会議において引き続き検討を進めておりまして、今年度
中に、省令改正案をお示しすることができるように議論を進めてまいりたいと思っております。

マイナンバーカードがない人はどうするか？ 3



総務省有識者検討会
（ICTサービスの利用
環境の整備に関する
研究会）
「不適正利用対策に関
するWG中間とりまとめ
（案）」 2024/6/20

「非電子的な確認方法の存置」も求めた有識者会議 4

非電子的な
確認方法の存置



現行の本人確認方法 5

総務省有識者検討会
（ICTサービスの利用
環境の整備に関する
研究会）
「不適正利用対策に関
するWG中間とりまとめ
（案）」 2024/6/20



楽天モバイルが提唱した「依拠」による本人確認方法 6

ICTサービスの利用環境の整備に関する研究会 不適正利用対策に関するWG第3回(2024/4/15)資料3-2



犯罪収益移転防止法施行規則改正案（８月23日～９月24日パブコメ） 7
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▼２０２３年５～６月に、NTTドコモ、KDDI、ソフトバンクが、新規契約締結や各種手続き時などにおける本人確認
書類として、健康保険証などの取り扱いを未成年者を除き終了。
終了後は本人確認書類として、各社若干の違いはあるが、マイナンバーカード（個人番号カード）や運転免許
証等（運転免許証、障がい者の手帳、パスポート、在留カードなど）を求める

▼共通番号いらないネットは、8月17日携帯電話3社に質問・要望書
    1) マイナンバーカード等を利用しない場合の契約等の手続きを保障すること
    2) マイナンバーカード等を所持・利用しない場合の契約方法について、サイトやパンフレット等に掲載するとと

もに、販売店に周知すること 
http://www.bango-iranai.net/news/newsView.php?n=352

▼各社の回答要旨 http://www.bango-iranai.net/news/newsView.php?n=353
▽NTTドコモ＝サイト記載以外の本人確認書類でお申し込みいただく場合にはお問い合わせを
▽KDDI（au）＝記載の本人確認書類の提出がない場合、ご契約の手続きをお受けすることができません
▽ソフトバンク＝マイナンバーカードや運転免許証以外にも、パスポート等による本人確認を受け付けている

▼総務省の説明（2023年9月28日ヒアリング）
制度上、携帯電話不正利用防止法という特殊詐欺対策の法律があり、契約時の本人確認義務があり、確認
書類として使用可能なものは施行規則に記載されている。この中に健康保険証は現在も定められており、省
令上は現在も本人確認書類して認められているが、省令では「使用することが可能な本人確認書類」を定めて
おり、この全部を使わなくてはいけないということにはなっていない。
各事業者でリスクを判断して、どの本人確認書類を使うか判断すると理解している。質問の気持ちはよくわか
るので、今の意見は意見として承って検討したい。 

http://www.bango-iranai.net/news/newsView.php?n=359

携帯電話事業者による健康保険証等の本人確認利用の終了 9
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「公的個人認証
サービスの民間
拡大について」
総務省
2014/3/27



マイナンバーカード誤交付 総務省報道資料 11

総務省報道資料（令和6年3月29日更新） マイナポイントの誤紐付け事案について
https://www.soumu.go.jp/menu_kyotsuu/important/kinkyu02_000518.html



▼個人番号カードの記載事項から性別を削除(第二条第七項)

▼個人番号利用事務等実施者は、・・・性別に係る情報を利用して
いる事務等の処理に関し個人番号の提供を受ける場合・・・、併
せて、個人番号カードに記録された性別に係る情報を電磁的方
法により確認する措置をとらなければならない。

（第十六条本人確認の措置）

※「次期個人番号カードタスクフォース最終とりまとめ（2024/3/18）
「IC チップに記録した性別の情報を必要な者が負担なく読み出すこと
ができるよう、スマホ等により個人情報保護に配慮しつつ、使いやす
い UI で読み取ることができるアプリを国が開発し、無償で配布する」

▼マイナンバーカード対面確認アプリ利用規約
本利用規約は、デジタル庁が提供する事業者向けマイナンバーカード
券面確認アプリの利用にあたり、必要となる条件を定めるものです。・・・
なお、本アプリは個人による利用を想定しておりません。

第2条（本アプリの利用条件）
利用者は、利用者の保有するスマートフォンに本アプリをダウンロードし
た上で、マイナンバーカードのICチップにアクセスし、ICチップ内に書き込
まれた基本4情報（住所、氏名、生年月日及び性別をいいます。）及び顔
画像を読み取ることにより、マイナンバーカードの真贋判定を行うために
のみ利用することができます

https://services.digital.go.jp/mynumbercard-check-app/terms/

2024年デジタル社会形成基本法改正で、券面から性別を削除し電磁的方法で確認 12
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(1)カードの券面記載事項 ②性別(2/2)

2. 課題・論点

○ 現行の健康保険証においては、性別の裏面記載ができることとなっている。

○ この際、以下の3案の対応が考えられるが、対面目視で性別の確認をする必要がある機会がどの程度あるかなど、改めてよく検討
すべきか。

• 券面への記載を止め、ICチップに記録するのみとする案1、

• 券面の裏面に記載し、ICチップにも記録する案2（現行よりは目立たない）

• 券面の表面に記載し、ICチップにも記録する案3（現行どおり）

案1 案2 案3

券面記載事項 券面に性別を一切記載しない 券面の裏面に性別を記載する
（裏面記載）

券面に性別を記載する（現行か
ら変更なし）

ICチップ 券面のデータ・4情報＋マイナンバーのテキストデータを格納（現行から変更なし）

懸念点等 • 性別については、ICチップ内の
データによる確認が必要となる。

• 性別の券面での確認が必要と
なる際、マイナンバーもあわせて
提示することとなる。

• 健康保険証と同様の配慮が必
要との要望がある。



▼健康保険法施行規則等改正のパブコメ
健康保険法、船員保険法、国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関する法律の各施行規則の、被保険
者証に係る規定を削除するとともに、資格確認書の申請方法及び記載事項を定め、被保険者の資格に係る
情報の通知に係る規定を新設する等。

▽意見募集期間 令和６年５月24日（金）～６月22日（土）
▽省令改正の公布日は令和６年７月上中旬（予定）、施行期日は令和６年12月２日
▽結果公表 8月30日 意見53028件

▼2023年9月28日、共通番号いらないネットの厚労省ヒアリング
（質問）
番号法関連法で6月2日成立した健康保険法改正では、資格確認書の新設は規定されているが、健康保険証
の交付義務は省令事項のため法律上は規定されていない。
法改正で健康保険証の廃止が決定したとの説明がされているが、その法的根拠を明らかにされたい。

（回答要旨）
国民健康保険法や高齢者の医療の確保に関する法律には、被保険者証の交付自体が定められており、2023
年6月2日成立の番号法関連の法改正の中て、その規定を法律から削除している。
健康保険法では、被保険者証の交付を法律ではなく省令（施行規則）で規定しているので、健康保険法に基
づく健康保険証に限れば、まだ法律上の措置はなされていない。
仮に省令改正をしなかった場合には、国保や高齢者は施行日を定めて廃止されるが、健康保険法だけ交付
が残りつづけることになる。

[2]厚生労働省への質問事項について 13
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社会保障審議会
医療保険部会
2024/8/30資料１

個人情報の
扱いへの不安
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社会保障審議会
医療保険部会
2024/3/14資料１

利用
登録
解除

マイナ
カード
返納
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資料７

マイナ保険
証利用登録
解除の流れ
(社会保険
支払基金)

保団連医療
ニュース

https://hoda
nren.doc-
net.or.jp/info
/news/2402
28_maina_can
cel/
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社会保障審議会
医療保険部会
2024/6/21資料１

会計検査
院の指摘
への対応



▼会計検査院「マイナンバー制度における地方公共団体による情報照会の実施状況について」（2024/5/15）
https://www.jbaudit.go.jp/pr/kensa/result/6/pdf/060515_zenbun.pdf

「2手続（国民健康保険の被保険者の資格取得又は資格喪失に係る届出の確認に関する事務手続）については、いずれ
も「最新の情報が得られない」及び「添付書類を提出してもらった方が効率的」となっていた。
当該2手続については、多くの市町村がマイナンバー情報照会を実施しておらず、マイナンバー情報照会実施率が50％
未満となっていた市町村の9割以上において「最新の情報が得られない」が選択されており、未実施理由が共通していた。
そして、マイナンバー情報照会によって適時に最新情報を取得できない場合が生ずるという、地方公共団体の取組だけ
では解消が困難な問題が見受けられた。」（58頁）

「（厚生労働省は平成29年10月に）被用者保険の医療保険者側での医療保険給付関係情報の登録作業等には一定期間
を要することから、医療保険給付関係情報をマイナンバー情報照会により確認することが可能となるまでの標準的な日数
を(注22)被用者保険の医療保険者ごとに示すとともに、医療保険者による登録作業が終了するまでの間においては、マ
イナンバー情報照会を実施しても最新の情報が得られない可能性があることを周知していた。」（60頁）

（注22） 法令に規定されている医療保険資格に係る届出を提出す
べき日数等から算出したものであり、平成29年時点では被用者保
険の資格を喪失した場合については、全国健康保険協会は資格喪
失日から19日後、健康保険組合は同日から7日後、被用者保険の
資格を取得した場合については、全国健康保険協会は資格取得日
から29日後、健康保険組合は同日から8日後となっている。
なお、全国健康保険協会においては、事業主が日本年金機構に
届出を提出することとしており、日本年金機構では事業主からの届
出の内容を審査した上で、全国健康保険協会に情報を連携することとしている。そのため、健康保険組合と比較して、
標準的な日数が長くなっている。

会計検査院が指摘した医療保険資格登録の遅延 18



▼資格確認書の様式等について（令和5年12月22日厚生労働省保険局国民健康保険課事務連絡）

（資格確認書の交付対象者）
資格確認書は、原則、本人の申請に基づき保険者が速やかに交付することとし、その申請については
被保険者から保険者に申請書を提出する。
ただし、当分の間、マイナ保険証（健康保険証利用登録がされたマイナンバーカードをいう。以下同じ。）
を保有していない者その他保険者が必要と認めた者については、本人の申請によらず保険者が交付する
運用とする。

本人の申請によらない交付（職権交付）の対象者として想定される者は以下のとおりである。
・ マイナンバーカードを取得していない者
・ マイナンバーカードを保有しているが健康保険証利用登録を行っていない者
・ マイナ保険証の利用登録解除を申請した者・登録解除者、マイナンバーカードの電子証明書の有効期
限切れ（カード本体の有効期限切れを含む。）の者、マイナンバーカードの返納者（ただし、返納者は事
前の申請も想定）

・ ＤＶ被害者などでマイナポータルや医療機関等で自己情報が閲覧できない設定をされている者
・ 申請により資格確認書が交付された要配慮者（マイナ保険証での受診が困難な高齢者や障害者。以下
同じ。）の資格確認書を更新する場合 等

また、本人の申請による交付が想定される者は、以下のとおりである。
・ マイナンバーカードを紛失した者、更新中の者
・ 介助者等の第三者が要配慮者に同行して資格確認を補助する必要があるなど、マイナ保険証での受
診が困難な場合 等

資格確認書の交付対象者 19
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保険証で
保険資格が
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等で確認

社会保障審議会
医療保険部会
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	スライド 1: [1]総務省への質問事項について　　    2024/9/26
	スライド 2: 「重点計画」ではマイナカードの民間利用推進策として
	スライド 3: マイナンバーカードがない人はどうするか？
	スライド 4: 「非電子的な確認方法の存置」も求めた有識者会議
	スライド 5: 現行の本人確認方法
	スライド 6: 楽天モバイルが提唱した「依拠」による本人確認方法
	スライド 7: 犯罪収益移転防止法施行規則改正案（８月23日～９月24日パブコメ）
	スライド 8
	スライド 9: 携帯電話事業者による健康保険証等の本人確認利用の終了
	スライド 10: 「公的個人認証サービスの民間拡大について」 総務省2014/3/27
	スライド 11: マイナンバーカード誤交付　総務省報道資料
	スライド 12: 2024年デジタル社会形成基本法改正で、券面から性別を削除し電磁的方法で確認
	スライド 13: [2]厚生労働省への質問事項について
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16: 資料７  マイナ保険証利用登録解除の流れ (社会保険支払基金)
	スライド 17
	スライド 18: 会計検査院が指摘した医療保険資格登録の遅延
	スライド 19: 資格確認書の交付対象者
	スライド 20: マイナ 保険証で 保険資格が不明なら、 健康保険証等で確認



